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１．令和５年度決算の概要
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１-1．収益的収支（損益計算）【対前年度】

収
入

・給水人口の減に伴う給水収益の減（△0.8億円）

⇒ 合計88.5億円（△1.9億円）

支
出

・労務単価の増に伴う委託料の増（＋0.8億円）

⇒ 合計82.4億円（＋0.2億円）

6.1億円
(△2.1億円)

純利益
（収入-支出）
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●収益的収支前年度比較② （単位：百万円）

区分 R ４ ⓐ R ５ ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

1 7,824 7,838 14

(1) 人 件 費 1,043 988 △55

(2) 委 託 料 1,135 1,215 80

(3) 修 繕 費 996 928 △68

(4) 動 力 費 423 464 41

(5) 減 価 償 却 費 3,699 3,747 48

(6) そ の 他 528 496 △32

2 385 354 △31

3 10 47 37

8,219 8,239 20

821 615 △206純利益（A-B）

営 業 外 費 用

科 目

計（B）

支

出

営 業 費 用

特 別 損 失

●収益的収支前年度比較① （単位：百万円）

区分 R ４ ⓐ R ５ ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

1 8,223 8,119 △104

(1) 給 水 収 益 7,904 7,821 △83

(2) 給 水 加 入 金 143 125 △18

(3) そ の 他 176 173 △3

2 778 734 △44

(1) 他会 計補 助金 123 119 △4

(2) 長期前受金戻入 606 594 △12

(3) そ の 他 49 21 △28

3 39 1 △38

9,040 8,854 △186

収

入

科 目

計（A）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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１-2．有収水量・給水収益推移
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109.0億円(△11.2億円)

41.7億円(△11.3億円)

１-3．資本的収支【対前年度】

収
入

・借入対象事業費の増に伴う企業債の増
（＋2.2億円）

⇒ 合計32.1億円（＋3.8億円）

支
出

・老朽管更新事業の繰越等に伴う建設改良費の減
（△15.0億円）

⇒ 合計73.8億円（△7.5億円）

収支不足額（支出-収入）

補填財源

67.3億円( ＋0.1億円)

補填後残高
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●資本的収支前年度比較 （単位：百万円） ●建設改良費内訳 （単位：百万円）

区分 R ４ ⓐ R ５ ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ) R ４ ⓐ R ５ ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

1 企 業 債 1,884 2,101 217

2 国 庫 補 助 金 49 80 31

3 他 会 計 出 資 金 842 950 108 (2) 施 設 整 備 事 業 費 353 197 △156

4 そ の 他 53 86 33 (3) 老朽 管更新事 業費 4,156 2,660 △1,496

2,828 3,217 389 (4) 施 設 更 新 事 業 費 1,054 827 △227

1 建 設 改 良 費 5,886 5,108 △778 (5) 災 害 対 策 事 業 費 71 492 421

2 企 業 債 償 還 金 2,246 2,276 30 (6) 固定 資産購入 費等 50 193 143

8,132 7,384 △748 5,886 5,108 △778

5,304 4,167 △1,137 ●企業債残高前年度比較 （単位：百万円）

12,023 10,904 △1,119 R ４ ⓐ R ５ ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

6,719 6,737 18 24,307 24,132 △175

科 目

計（B）

科 目

(1)

計

537

補 填 財 源 （ D ）

補 填 後 残 高 （ D-C ）

基幹 浄水場連 絡管
整 備 事 業 費

202 739

収

入

支

出

収支不足額（Ｃ=B-A）

計（A）

科 目

企 業 債 残 高



１-４．資金フロー
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　　　　　　　 左　収入　　 右　支出

給水収益

78.2億円

その他の収入

4.4億円
収益的支出

（税抜）

82.4億円

資本的支出

（税込）

73.8億円

資本的収入

（税込）

32.1億円

収益的収入

（税抜）

88.5億円

収支不足額

41.7億円

建設改良費

51.1億円

その他

11.1億円

企業債

21.0億円

企業債償還金

22.7億円

委託料等

31.5億円

減価償却費

37.5億円

人件費 9.9億円

支払利息 3.5億円

純利益

6.1億円 当年度

損益勘定留保資金

32.3億円 ※

減債積立金

8.2億円

過年度

損益勘定留保資金

59.0億円

当年度分消費税

及び地方消費税

資本的収支調整

額 3.4億円

長期前受金戻入

5.9億円

上

収

益

的

収

支

下

資

本

的

収

支

※ 当年度損益勘定留保資金32.3億円は、

減価償却費＋固定資産除却費ー長期前受金戻入

(37.5億円＋0.7億円ー5.9億円)

補填財源

109.0億円





２．令和５年度決算の経営分析
（経営指標）
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２-1．経営分析（経営指標）

※1 受託工事費等 = 受託工事費 ＋ 材料及び不用品売却原価 ＋ 附帯事業費
※2 類似団体 = 給水人口が30万人以上（政令市等を除く。）の４９事業体（令和4年度現在）

○ 「公営企業の見える化」の推進に向け、国要請に基づき、公営企業の経営状況を表す主要な経営指標
として、次の指標を平成27年度（平成26年度決算）から公表（経年比較・類似団体等比較） 。
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類似団体
(※2)

全　国

①経常収支比率
（％）

118.42 118.63 115.51 109.64 108.08 109.87 108.70

②流動比率
（％）

215.30 227.63 231.91 215.13 225.78 228.89 252.29

③企業債残高対給
水収益比率（％）

318.05 309.32 306.62 307.53 308.57 251.26 268.07

④料金回収率
（％）

112.71 113.66 110.41 103.98 102.94 101.93 97.47

⑤給水原価
（円）

197.59 195.05 201.66 215.15 218.21 162.47 174.75

⑥施設利用率
（％）

55.78 55.39 53.16 52.22 51.56 63.81 59.97

⑦有収率（％） 86.50 88.42 90.18 89.78 89.36 91.76 89.76

⑧有形固定資産減
価償却率（％）

46.83 46.63 47.49 48.01 48.98 52.59 51.51

⑨管路経年化率
（％）

24.88 26.2 27.19 27.95 29.90 27.51 23.75

⑩管路更新率
（％）

1.33 1.36 1.21 1.06 0.68 0.78 0.67

経常収益／経常費用

流動資産／流動負債

Ｒ1

平 均 値 （ R ４ ）

計 算 式指 標 （ 単 位 ）

一日平均配水量／一日配水
能力

年間総有収水量／年間総配
水量

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

老
朽
化
の
状
況

有形固定資産減価償却累計
額／償却対象資産帳簿原価

Ｒ５

法定耐用年数を超過した管路
延長／管路延長

当該年度に更新した管路延長
／管路延長

企業債現在高／給水収益

供給単価／給水原価

(経常費用-受託工事費等(※1)-長
期前受金戻入)／年間総有収水量

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４



２-2．経営分析（総括）

○ 「①経常収支比率」及び「④料金回収率」は、ともに100%以上ではあるものの、「①経常収

支比率」は全国平均・類似団体平均を下回っている。

○ 「②流動比率」は、100%を大きく上回っており、令和５年度決算においても200％を超えて

いるため、短期的な財務状態は良好。

○ 「③企業債残高対給水収益比率」は、全国平均や類似団体平均を上回っており、引き続き企業

債の適正管理に努めていく必要がある。

○ 「⑤給水原価」は、全国平均や類似団体平均を上回っているが、これは、広域で起伏に富む本

市の地勢や、複数の中小河川への依存により、固定資産を多く保有せざるを得ないことによる

資本費（※）の割合の高さが要因。（※）資本費＝（減価償却費＋企業債利息－長期前受金戻入）／年間総有収水量

○ 「⑥施設利用率」は、全国平均や類似団体平均を下回っており、施設のダウンサイジングなど、

施設の効率性を高める対策を進める必要がある。

○ 「⑦有収率」は、全国平均や類似団体平均を下回っているが、老朽化対策や漏水防止対策に

より、一定水準を保っている。今後も更新需要は増大することから、「水道施設総合整備計画」

(管路整備計画)に定めた標準使用年数のみによることなく、これまで以上に効率的な更新に努め

ることが必要となる。

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

老
朽
化
の
状
況

○ 「有形固定資産減価償却率」は、全国平均や類似団体平均を下回っており、全国平均や類似団

体平均と比較し、全体的な施設の老朽化の度合いはやや良好。

○ 「管路経年化率」は、類似団体や全国平均を上回っており、全国平均や類似団体平均と比較し、

管路の老朽化の度合いが高い。

○ 「管路更新率」は、「老朽管更新事業」への債務負担行為の導入などにより大きく減少し、

類似団体平均を下回った。
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３．財政収支計画との比較・収支見
通し
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３-1．財政収支計画（令和４～13年度）※水みらいビジョンより抜粋

○収益的収支では、10年間の収入合計は885.6億円、支出合計は860.0億円で、純利益合計は25.6億円
となる見込みですが、令和11年度からは欠損金（赤字）が生じることが見込まれます。

○資本的収支では、10年間の収入合計は280.6億円、支出合計は798.4億円で、収支不足額合計は
517.8億円となる見込みであり、補てん財源で補填しても令和9年度から資金不足が生じ、最終的な資
金不足は34.5億円になる見通しです。

13

〇収益的収支（税抜き） 【上水道＋簡易水道、単位：億円】

R4 R5 R6 R7 R8 小計 R9 R10 R11 R12 R13 小計 合計

91.5 91.0 90.2 89.6 88.9 451.2 88.3 87.5 86.8 86.2 85.6 434.4 885.6

83.2 85.0 83.1 87.2 87.9 426.4 84.9 87.4 87.1 87.3 86.9 433.6 860.0

8.3 6.0 7.1 2.4 1.0 24.8 3.4 0.1 △ 0.3 △ 1.1 △ 1.3 0.8 25.6

〇資本的収支（税込み） 【上水道＋簡易水道、単位：億円】

R4 R5 R6 R7 R8 小計 R9 R10 R11 R12 R13 小計 合計

28.2 34.0 28.8 31.7 28.2 150.9 30.8 25.4 23.4 24.1 26.0 129.7 280.6

77.7 87.8 86.3 86.7 82.4 420.9 79.3 72.4 75.2 73.7 76.9 377.5 798.4

－
（Ｇ）＝（Ｆ）－（Ｅ）

△ 3.4 △ 8.9 △ 18.6 △ 26.2 △ 34.5 －

－ －
（純利益、減価償却費等）

資金残額
45.8 36.4 25.6 13.0 0.6 －

－ 45.1 38.1 33.2 23.4 16.4

50.9 247.8 517.8
（Ｅ）＝（Ｄ）－（Ｃ）

補てん財源（Ｆ）
95.3 90.2 83.1 68.0 54.8

54.2 270.0 48.5 47.0 51.8 49.6

区　　　分

資本的収入（Ｃ）

資本的支出（Ｄ）

収支不足額

純利益 (A)-(B)

49.5 53.8 57.5 55.0

区　　　分

収益的収入 (A)

収益的支出 (B)



３-2．Ｒ５収益的収支（損益計算）【対財政収支計画】

収
入

・人口減少等に伴う料金収入の減（△2.1億円）

⇒ 合計88.5億円（計画比△2.5億円）

支
出

・計画修繕工事の減等に伴う修繕費の減（△1.1億円）

⇒ 合計82.4億円（計画比△2.6億円）

6.1億円
（＋0.1億円）

純利益
（収入-支出）
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●収益的収支財政計画比較① （単位：百万円）

区分 計画額ⓐ 決算額ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

8,347 8,119 △228

(1) 料 金 収 入 8,027 7,821 △206

(2) 給 水 加 入 金 等 320 298 △22

751 734 △17

(1) 他 会 計 繰 入 金 121 119 △2

(2) 長期前受金戻入等 630 615 △15

0 1 1

9,098 8,854 △244

科 目

収

入

計（A）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

●収益的収支財政計画比較② （単位：百万円）

区分 計画額ⓐ 決算額ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

8,108 7,838 △270

(1) 職 員 給 与 費 991 988 △3

(2) 経 費 3,301 3,103 △198

(3) 減 価 償 却 費 3,816 3,747 △69

391 354 △37

0 47 47

8,499 8,239 △260

599 615 16

営 業 外 費 用

計（B）

純 利 益 （ A-B ）

科 目

営 業 費 用

特 別 損 失

支

出



３-3．R５資本的収支【対財政収支計画】

・建設改良工事の繰越等に伴う特定財源（企業債）の
減（△1.9億円）

⇒ 合計32.1億円（計画比△1.9億円）

・建設改良工事の繰越等に伴う建設改良費の減
（△13.4億円）

⇒ 合計73.8億円（計画比△14.0億円）

109.0億円(＋18.8億円)

41.7億円(△12.1億円)

収支不足額（支出-収入）

補填財源

67.3億円( ＋30.9億円)

補填後残高

収
入

支
出
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●資本的収支財政計画比較① （単位：百万円） ●資本的収支財政計画比較② （単位：百万円）

区分 計 画 額 ⓐ 決 算 額 ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ) 区分 計 画 額 ⓐ 決 算 額 ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

1 企 業 債 2,290 2,101 △189 1 損益勘定留保資金 7,095 9,126 2,031

2 他会 計繰 入金 894 950 56 2 利益剰余金処分額 832 821 △11

3 国(県 )補 助金 108 80 △28 3 そ の 他 1,093 957 △136

4 工事 負担 金等 109 86 △23 9,020 10,904 1,884

3,401 3,217 △184 3,642 6,737 3,095

1 建 設 改 良 費 6,445 5,108 △1,337

2 企業 債償 還金 2,334 2,276 △58 ●企業債残高財政計画比較 （単位：百万円）

8,779 7,384 △1,395 区分 計 画 額 ⓐ 決 算 額 ⓑ 増減(ⓑ-ⓐ)

5,378 4,167 △1,211 25,394 24,132 △1,262収支不足額（Ｃ=B-A）

補
填
財
源

補 填 後( 資金 )残 高(D-C)

企 業 債 残 高

収

入

支

出

科 目

計（A）

計（B）

科 目

計(D)

科 目



３-4．財政収支計画期間内の収支見通し
○ 計画期間において、令和５年度以前の決算及び令和６年度当初予算を反映。

（令和７年度は債務負担行為を反映）
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●収益的収支（税抜） （単位：億円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 合 計

財 政 計 画 (A) 91.5 91.0 90.2 89.6 88.9 88.3 87.5 86.8 86.2 85.6 885.6

決算 （見 込） 額(B) 90.4 88.5 88.1 89.6 88.9 88.3 87.5 86.8 86.2 85.6 879.9

差 ( B - A ) △ 1.1 △ 2.5 △ 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 5.7

財 政 計 画 (A) 83.2 85.0 83.1 87.2 87.9 84.9 87.4 87.1 87.3 86.9 860.0

決算 （見 込） 額(B) 82.2 82.4 87.9 87.2 87.9 84.9 87.4 87.1 87.3 86.9 861.2

差 ( B - A ) △ 1.0 △ 2.6 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2

財 政 計 画 (A) 8.3 6.0 7.1 2.4 1.0 3.4 0.1 △ 0.3 △ 1.1 △ 1.3 25.6

決算 （見 込） 額(B) 8.2 6.1 0.2 2.4 1.0 3.4 0.1 △ 0.3 △ 1.1 △ 1.3 18.7

差 ( B - A ) △ 0.1 0.1 △ 6.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 6.9

区　分

収

入

支

出

純
利
益

●資本的収支（税込） （単位：億円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 合 計

財 政 計 画 (A) 28.2 34.0 28.8 31.7 28.2 30.8 25.4 23.4 24.1 26.0 280.6

決算 （見 込） 額 (B) 28.3 32.1 48.3 34.6 28.2 30.8 25.4 23.4 24.1 26.0 301.2

差 ( B - A ) 0.1 △ 1.9 19.5 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.6

財 政 計 画 (A) 77.7 87.8 86.3 86.7 82.4 79.3 72.4 75.2 73.7 76.9 798.4

決算 （見 込） 額 (B) 81.3 73.8 123.7 94.2 82.4 79.3 72.4 75.2 73.7 76.9 832.9

差 ( B - A ) 3.6 △ 14.0 37.4 7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 34.5

財 政 計 画 (A) 49.5 53.8 57.5 55.0 54.2 48.5 47.0 51.8 49.6 50.9 517.8

決算 （見 込） 額 (B) 53.0 41.7 75.4 59.6 54.2 48.5 47.0 51.8 49.6 50.9 531.7

差 ( B - A ) 3.5 △ 12.1 17.9 4.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.9

収

入

区　分

支

出

収
支
不
足
額



・令和５年度決算では純利益が0.1億円の増となったが、令和６年度予算では純利益が給水人口の減に伴
う給水収益の減や電気料金高騰に伴う動力費の増などにより6.9億円の減となり、期間全体でも6.9億
円減

・建設改良工事の繰越が計画期間前から続いていること等の理由で、期間全体で支出が34.5億円増とな
り、支出に伴う財源（収入）が期間全体で20.6億円の増となることから、資本的収支不足額は期間全
体で13.9億円増

・計画期間前からの繰越により損益勘定留保資金が増となったことにより、令和13年度末時点の資金残
高が0.6億円の増

・令和９年度に生じる見込みとされていた資金不足額が財政計画に比べ減となるものの、今後も給水人口
の減に伴う給水収益の減により計画を上回る資金不足が見込まれることから、厳しい財政状況であるこ
とに変わりはない。

・今後、財政収支計画比較で資金不足額が増となった場合、料金改定率や起債充当率の調整が生じる可能
性がある。
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収益的収支

資本的収支

資金残額

●補填財源・資金残額 （単位：億円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

財 政 計 画 (A) 95.3 90.2 83.1 68.0 54.8 45.1 38.1 33.2 23.4 16.4

決算（見込） 額(B) 120.2 109.0 106.1 73.2 55.4 45.7 38.7 33.8 24.0 17.0

差 ( B - A ) 24.9 18.8 23.0 5.2 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

財 政 計 画 (A) 45.8 36.4 25.6 13.0 0.6 △ 3.4 △ 8.9 △ 18.6 △ 26.2 △ 34.5

決算（見込） 額(B) 67.2 67.3 30.7 13.6 1.2 △ 2.8 △ 8.3 △ 18.0 △ 25.6 △ 33.9

差 ( B - A ) 21.4 30.9 5.1 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

区　分

補
填
財
源

資
金
残
額



いわき市の復興を支え続けてきてくれたフラガール
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